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４ 該当分野 (6) 1.1 ITによる医療の構造改革 

５ 該当ページ ４ページ 

６ 意見の概要 国際レベルでヘルスケアIT業界団体と連携し、グローバルでオープンな標準

規格に準拠しながら、情報交換・共有の実現に向けた標準化への取組みを推

進すべきであると考えます。 

７ 意見（本文） 1) 2008年2月設立のACCJ ヘルスケアIT小委員会は、IT戦略本部の2008アクション

プラン（重点計画-2008(案)）に関する意見提出の機会を得ることができ光栄に存

じます。また、日本政府と国際的ヘルスケアIT業界団体との協力関係の支援を行

って参ります。 

 

2) １．１．１ ② （１）（ウ）では、日本政府がヘルスケアIT関連業界団体と

協力して標準化の推進に取り組むことが明言されています。 ACCJはこの提言を歓

迎し、日本政府がグローバルなベストプラクティスの共有とヘルスケアITの国際

標準構築を推進する上で、国際的ヘルスケアIT業界団体との協力関係を一層推進

されることを切望します。 

 

3) ACCJは日本政府が標準化の進展に関する具体的施策を盛り込むよう要望いた

します。その中には、相互運用性を実現するオープンで実践的、且つ堅固なプロ

ファイリングのテストプロセスに統合可能な（現在ＩＨＥ‐Ｊで使用されている

ような）ＨＬ７，ＤＩＣＯＭやＩＥＥＥ等の国際標準への準拠の促進を含みます。 

 

4) ACCJは、健康医療の質と効率性の継続的改善活動において、ヘルスケアITが重

要な役割を果たすと確信しています。包括的で広範囲に及ぶヘルスケアIT技術の

選択を保証するため、ACCJは日本政府が業界団体とパートナーシップを組み、予

防から訪問ケア、リハビリ、在宅ケアまでのヘルスケア全分野に渡って、革新的

なビジネスモデルと包括的な診療報酬体系の構築を行うことを推奨いたします。 
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